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北海道電気事業系譜図（右の北海道電力から飛び出したのが利尻島の電気事業） 



利尻電業 越智社長 

清川発電所の導水管(上)と水源(下) 



パワーシフトキャンペーンは、エネルギーを原発

や火力発電から自然エネルギーにシフトしようと

活動する環境 NPO/NGOの運動体で足温ネットも

参加しています。同キャンペーンでは、電力自由

化後に、自然エネルギーによる電気を供給する

電力会社１４社を公表しました。そこで、都内で切

り替え可能な８社をご紹介します。 



ワークショップの様子(上)と大石さん(下) 



予測 2013 2014 2015 2016 予測 2013 2014 2015 2016

1月 828 0 768 806 798 999 1381 1247 1277
2月 827 0 810 1,002 951 948 1179 1236 1312
3月 996 0 1,143 853 967 1,066 1519 1265 1220
4月 1141 827 1245 1062 1,177 1719 1549
5月 1322 1585 1491 1463 1,331 1630 1672
6月 1062 1007 1074 1004 1,030 1270 1384
7月 1209 1296 991 968 1,177 942 1458 1384
8月 1322 1285 1439 1236 1,311 1554 1420 1308
9月 938 1280 847 751 981 1521 1251 1007
10月 781 763 809 896 846 934 1013 1248
11月 695 819 760 762 792 1133 992 899
12月 752 612 690 598 913 1006 949 858
計 11,873 9,474 12,067 11,401 2,716 12,571 7,090 15,781 15,057 3,809

２号発電量（kWh）

実績

１号発電量（ｋｗｈ）

実績

表1　発電実績 表２　１号の年間発電量と日射量との比較

2013.4～2014.3 *12,500 1.000 1.000
2014.4～2015.3 12,007 0.960 0.976
2015.4～2016.3 11,456 0.916 0.925

*12,195に約10日間分をプラス

（比）
東京の全天
日射量比

期間 発電量

みんな電力株式会社ホームページ http://corp.minden.co.jp/ 
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●中部電力、浜岡６号機の新設先送り 
（2016.2.19 日経新聞） 

 中部電力が見直しを進めている 2030 年ま

での長期経営指針で、浜岡原発に６号機を新設

する計画を記載しないことが 18 日分かった。

浜岡では東日本大震災後に停止した３～５号機

の再稼働にめどがたっておらず、新設計画の記

載は現実的でないと判断した。来週にも発表す

る新たな長期指針で６号機の記載を見送るが、

「計画自体は中止しない」（幹部）方針。 
 

●東電、メルトダウンを過小評価 
（2016.2.24 共同通信） 

 東京電力は 24 日、福島第１原発事故当初の

原子炉の状況をめぐり、極めて深刻な事態の「炉

心溶融（メルトダウン）」ではなく、前段階の

「炉心損傷」と説明し続けたことが誤りだった

と発表した。国や関係自治体への説明でも事態

を過小評価していたことになる。当時の社内マ

ニュアルが事故後に全面改定され、５年間見過

ごしていたという。 
  

●原発事故、東電元会長らを強制起訴へ 
（2016.2.26 読売新聞） 

 福島第一原発事故で、検察官役の指定弁護士

が２６日にも、東京第５検察審査会の起訴議決

に基づき、勝俣恒久･元会長、武藤栄･元副社長、

武黒一郎･元副社長、当時の役員３人を業務上過

失致死傷罪で東京地裁に強制起訴する方針を固

めたことが、関係者への取材でわかった。２０

０９年の制度導入後、強制起訴は９例目。３人

とも無罪を主張するとみられる。 
  

●高浜４号機の原子炉停止 
（2016.3.2 東京新聞） 

 関西電力高浜原発４号機（福井県）の原子炉

が緊急停止した問題を受け、関電は 1 日、再稼

働のために上昇させた一次冷却系の温度と圧力

を下げ、原子炉を冷温停止させる作業を始めた。

原子炉を再び起動させるには一定の時間を要す

る上、必要な検査を受けなければならないこと

から、営業運転は当初予定の３月下旬から４月

以降にずれ込む公算が大きくなった。 
  

●大銀行・生保、石炭火発を支援 
（2016.3.3 しんぶん赤旗） 

 温暖化を引き起こすＣＯ２を大量に排出する

石炭火発の増設を環境省が容認するなか、日本

の巨大銀行や大手生命保険会社が４兆円を超え

る投融資を国内石炭火力の増設を計画する企業

に行っていることが２日までに明らかになった。

調査に協力した「環境・持続社会」研究センタ

ーは「欧米では、化石燃料関連企業への投融資

から撤退する動きが強まっている」と指摘する。 
  

●首長の 66％が原発低減を求める 
（2016.3.7 東京新聞） 

 東京電力福島第１原発事故から５年を迎え、

全国の知事と市区町村長の 65.6％が原発のエ

ネルギーに占める比率を引き下げるか将来的に

ゼロとするよう求めていることが共同通信のア

ンケートで分かった。内訳は比率低減が44.6％、

全廃は 21.0％で「原発の安全性や核廃棄物処

理への不安を解消できない」として再生可能エ

ネルギーへの転換を望む声が目立った。 

●高浜原発、運転差し止め仮処分決定 
（2016.3.9 朝日新聞） 

 １～２月に再稼働した関西電力高浜原発３、

４号機（福井県高浜町）をめぐり、大津地裁の

山本善彦裁判長は９日、福井に隣接する滋賀県

の住民２９人の訴えを認め、２基の運転を差し

止める仮処分決定を出した。稼働中の原発を直

ちに停止させる司法判断は初めて。福島原発事

故後、新規制基準のもとで再稼働を進めてきた

政府に見直しを迫る事態となった。 
 

●日本ロジテックが破産申請へ 
（2016.3.14 時事通信） 

 帝国データバンクによると、新電力大手の日

本ロジテック協同組合（東京）が自己破産申請

の準備に入った。同社は資金繰りの悪化のため、

3 月末で電力販売から撤退することを決めてい

た。負債額は約 71 億 6000 万円。電力大手に

対する送電線の使用料金や自治体などが発電し

た電力の買取料金の未払いが発覚しており、負

債額は増加している可能性があるという。 
 

●消費者相、電源構成の明示を 
（2016.3.22 ＮＨＫ） 

 河野消費者担当大臣は参議院の特別委員会で、

来月から家庭向けの電力小売りの自由化が始ま

ることに関連し、消費者が事業者を選ぶ際の参

考とするため、電源の構成や、原子力発電で発

生する放射性廃棄物の量が明示されるようにし

たいという考えを示した。また、「すべての消

費者の行動がこの国の社会のあり方を変えてい

くことになる」と述べた。 
 

●四国電力、伊方原発 1号機を廃炉へ 
（2016.3.25 読売新聞） 

 四国電力は来年で稼働から４０年を迎える伊

方原子力発電所１号機（愛媛県伊方町）につい

て、廃炉にする方針を固めた。２５日の取締役

会で決定し、経済産業省に届出る。福島第一原

発事故を受けて、原発の運転期間は原則４０年

とされ、原子力規制委員会が認めれば最長２０

年延長できるが、四電は延長に必要な安全対策

に多額の費用がかかるため、再稼働を断念した。 
 

●原子力利用、再びリードする 
（2016.4.2 東京新聞） 

 安倍首相は 1 日午前（日本時間 2 日未明）、

核物質や核施設の防護・管理強化を話し合う「核

安全保障サミット」で演説し、福島第一原発の

事故を踏まえ「日本は二度とあのような事故を

起こさないとの決意の下、原子力の平和的利用

を再びリードすべく歩み始めた」と原発の再稼

働推進を宣言した。福島第一原発の現状には言

及しなかった。 
 

●新潟県知事、東電ＣＭを批判 
（2016.4.6 ＮＨＫ新潟） 

 泉田知事は定例会見で、東京電力が柏崎刈羽

原発の安全対策を説明するＣＭについて、原発

再稼働のキャンペーンと受け止められかねない

という考えを示した。東京電力は、再稼働を目

指す柏崎刈羽原発の安全対策などを説明するテ

レビやラジオのＣＭを去年の６月から始めたが、

福島からの避難者や原発に反対する市民団体な

どが、東京電力に対して放送に抗議している。 
 

●世界の再生エネ設備 8.3％増 
（2016.4.8 日経新聞） 

 国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）

は７日、2015 年末の世界の再生可能エネルギ

ーの設備容量が前年末比 8.3％増の 19 億

8500 万 kW に達したと発表した。伸び率は統

計を取り始めてから過去最高。風力や太陽光発

電のコストが下がり、長引く原油安で火力発電

のコストも低下するなかでも、経済性を伴う電

源として定着したことを裏づけた。 

●政府、パリ協定に署名へ 
（2016.4.19 朝日新聞） 

 昨年末の国連気候変動会議（ＣＯＰ２１）で

合意された地球温暖化対策の国際的枠組み「パ

リ協定」について、政府は 19 日、ニューヨー

クで２２日にある署名式で協定に署名すること

を決めた。丸川珠代環境相が 19 日の会見で明

らかにした。協定の発効には、世界の温室効果

ガス排出量の 55％以上を占める 55 カ国以上 

が締結するという条件を満たす必要がある。 
 

●温室効果ガス排出量、5年ぶり減少 
（2016.4.20 ＮＨＫ） 

 2014年度の日本の温室効果ガスの排出量は

13億6400万トンと前の年度に比べて３％余

り減少したことが分かった。排出量が減少した

のはリーマンショックで景気が後退した2009

年度以来、５年ぶりで、環境省は原発事故を受

けて家庭や事業所での省エネや再生可能エネル

ギーの導入が進んだことなどを理由に挙げてい

ます。 
 

●太陽光発電、電気料金を下回る 
（2016.4.27 日刊工） 

 家庭用太陽光発電で１kWh の電力を作る発

電コストが、電力会社の電力料金と同等となる

「グリッドパリティー」に到達した可能性が高

いとする試算を、自然エネルギー財団（東京都

港区）の木村啓二上級研究員がまとめた。2010

年に比べて太陽光発電システムの購入や設置、

維持にかかるコストが４０％近く下がったため。

太陽光の普及が後押しされそうだ。 
 

●代替フロンの生産規制で合意へ 
（2016.5.13 日経新聞） 

 主要７カ国（Ｇ７）は 15～16 日に富山市で

開く環境相会合で、エアコンの冷媒などに使う

代替フロンの生産を規制することで合意する。

オゾン層を破壊しないものの、地球温暖化への

影響が二酸化炭素（ＣＯ2）の千倍以上あるた

め、段階的に生産量を減らすよう対策を促す。

日本企業でも代替技術の導入や開発の動きが出

てきそうだ。 
 

●原油価格、上昇余地大きい 
（2016.5.17 日経新聞） 

 政府は17日に閣議決定した2015年度エネ

ルギー白書で、今後の原油価格を「上昇する余

地が大きい」と予測した。供給過剰で原油価格

は低迷しているが、新興国の需要拡大で供給が

足りなくなる可能性があると判断。開発投資の

縮小が価格高騰のリスクを高めるとし、「各国

政府が協調して投資を促すことが必要だ」と指

摘した。 
 

●電源構成の開示 26％ 
（2016.5.25 東京新聞） 

 経済産業省は 24 日、電力小売事業者が、販

売電力に占める再生エネや原子力などの比率を

開示しているかどうかの調査結果を公表した。

一般家庭に電力販売を始めている全国 96 社の

うち、5 月 1 日時点で開示しているのは 25 社

にとどまった。開示に消極的な事業者は「卸電

力取引所で頻繁に電力を仕入れるため、電源構

成を見通しづらい」などの理由を挙げている。 
 

●太陽光買い取り、入札制に 
（2016.5.25 日経新聞） 

 太陽光発電でつくった電気の買い取り金額を

抑える改正再生可能エネルギー特別措置法が

25 日の参院本会議で可決、成立した。メガソ

ーラーからの購入を入札制にし、より安く発電

できる事業者の電気を優先的に買い取る。高コ

ストの太陽光発電が想定以上に増えており、家

庭などの電気料金への上乗せ分がさらに膨らむ

のを抑える。 

す 

 

 

 

環境・エネルギー 

８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 
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電気を選んで社会を変えよう！環境フェア 2016に出展 

足温ネット活動日誌 新刊の 

ご紹介

 

ドイツの再生可能エネルギ

ー導入を支えているのは個々

の市民や地域に根ざした事業

体だったりする。本書は、そう

した市民エネルギー事業体や

自治体公社の事業について述

べている。 

そして巻末では、メルケル政

権がFIT制度を固定価格での買

取りから市場取引きへと移行

させる中で、政府に声を届ける

ために「市民エネルギー同盟」

を設立したことが紹介されて

いる。 

この動きは日本でも必要で

はないだろうか。原発や火力発

電を推進しようとする政府に

対し、何が再生可能エネルギー

を進め、地域を豊かにするのか

声をあげていく必要がある。そ

うした点で示唆的な本である。

● 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック https://facebook.com/sokuonnet 
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